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＜主な業務委託内容＞ 

■研修会概要（座学研修） 
（１）東 京：全１０講座実施予定  

（２）大 阪：全５講座実施予定 

（３）名古屋：全１講座実施予定 

 

  ■開催時間 

 １８：３０～２１：４５（休憩１５分程度） ※時間変更、土曜開催の場合あり 
 

■開催会場（座学研修） 
（１）東 京：弁理士会館会議室または外部会場 

（２）大 阪：日本弁理士会近畿支部会議室または外部会場 

（３）名古屋：日本弁理士会東海支部会議室または外部会場 

  
■業務内容 
・銀行口座を開設し、受講料の入金管理 
・研修の運営（会場設営及び撤収、受講管理、その他研修実施に係る準備等） 
・講師への事前連絡、講師接遇 
・受講生からの課題回収、未提出者への催促 
・その他研修実施にかかる事項（研修の司会、パソコン・プロジェクターの準備等） 

 
    ※開催時期等及び業務内容の詳細は次頁の「研修運営仕様書」をご確認ください。 
 

＜見積の提出について＞ 

    提出期限：３月１１日（水）１５時 
※日本弁理士会（東京倶楽部ビル１４階）受付に設置の入札箱に投函すること 

 

＜注意事項＞ 

・本業務の再委託は原則認めません。 
※適切な業務運営を実現するうえで必要な場合は事前に申し出てください。 

・上記に関わらず一括再委託は認めません。 
・一括再委託の例については最終頁をご参照ください。 
 

＜その他＞ 

・最低価格落札方式です。 落札価格や順位等は公表いたしません。 
・当会と初めてお取引されるお取引様に依頼する場合、反社会的勢力との関係がないことを 
示す誓約書ご提出いただきます。 

以上 
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平成２７年度知財ビジネスアカデミー運営にかかる業務委託について 



平成２７年３月４日 

 

平成２７年度知財ビジネスアカデミー運営にかかる業務委託 

研修運営仕様書 

■研修の概要 

１．開催地域・講座名（仮称）・開催数・受講生数（見込み）・開催時期 

（１）東京 

①「経営基礎」：全７回 約５０人 （５月～１２月開催予定） ※１回毎に募集・入金管理あり 

②「経営戦略（ケーススタディ）基礎」：全３回 約３０人 （５月～６月開催予定） 

③「経営戦略（ケーススタディ）応用」：全２回 約３０人 （７月開催予定） 

④「知財戦略策定演習・基礎」：全３回 約３０人 （８月～９月開催予定） 

⑤「知財戦略策定演習・応用」：全２回 約３０人 （９月～１０月開催予定） 

⑥「情報解析」：全４回 約３０人 （８月～１０月開催予定） 

⑦「知財調査戦略」：全４回 約３０人 （１１月～１２月開催予定） 

⑧「企業知財戦略」：全６回 約３０人 （１０月～１２月開催予定） 

⑨「知財契約・法務」：全６回 約３０人 （１月～２月開催予定） 

⑩「事業開発スキル養成講座」：全２回 約２０人 （開催時期未定） ※１回７時間 

  （２）大阪 

⑪「経営基礎」：全７回 約５０人 （５月～１２月開催予定） ※１回毎に募集・入金管理あり 

⑫「経営戦略（ケーススタディ）基礎」：全３回 約２０人 （６月～７月開催予定） 

⑬「経営戦略（ケーススタディ）応用」：全２回 約２０人 （７月～８月開催予定） 

⑭「企業知財戦略」：全６回 約３０人 （５月～８月開催予定） 

⑮「知財契約・法務」：全６回 約３０人 （１０月～１１月開催予定） ※１日３回実施 

  （３）名古屋 

⑯「知財戦略策定のための経営基礎（短期コース）」：全４回 約３０人 （７月～１１月開催予定） 

 

２．開催時間 １８：３０～２１：４５（休憩１５分程度） ※時間変更、土曜開催の場合あり 

 

３．開催会場 

（１）弁理士会館会議室 （地下１階・２階・３階）または外部会場 

（２）日本弁理士会近畿支部会議室または外部会場 

（３）日本弁理士会東海支部会議室または外部会場 

 

４．受講対象者 

・弁理士 

・弁理士以外の知財関係者（企業知財部員、省庁関係者、大学教員等） 



■依頼業務内容 

１．受講料の入金管理 

落札した業者様にて銀行口座を用意し、受講生が振り込む受講料の入金管理を行う。 

 

２．各回の開催日前作業 

（１）事前課題の回収、催促（電子メール） 

  ①事前課題提出専用電子メールアドレスの取得 

  ②事前課題回収、提出者のチェック 

  ③提出期限後、未提出者への催促作業 

  ④提出された物を、指定日までに講師、受講生及び当会事務局へ提出 

 

（２）講師への事前連絡（電話） 

・確認のため、各回の前日（大阪・名古屋は２日前）に講師（本人でなく、事務所員でもよい）に、

日時及び会場を電話で伝える。 

（３）受講生机上名札・吊下名札の作成 

   ・記載は講座名・氏名のみ、３０人×２講座で見積もってください。 

（４）当日配布資料のコピー。データは電子メールでお渡しします。 

白黒及びカラーそれぞれについて、１枚あたりの単価を見積書にご記載ください。 

 

３．開催当日作業 

（１）会場設営 

①パーテーションの開閉（日程による）、机、椅子の配置（講座によって配置が異なる） 

②研修終了後、基本レイアウトへの復元 

③機材の設置（ビデオプロジェクター・スクリーン、パソコン等） 

④講義用（パワーポイント等）データ等をＰＣへ準備 

 ･･･ノートＰＣ（原則当会所有のものを使用） 

   データは事前に電子メールで送ります。 

⑤掲示物（会場案内）の作成、設置 

⑥会議室の管理、消灯施錠、冷暖房の管理、鍵の管理 

（２）受講管理（【６.受講管理】参照） 

（３）講師対応（【７．研修当日の講師対応】参照） 

（4）マイクでの案内 

  ・講義の開始前や終了後にマイクで簡単なアナウンスをしていただく場合があります。 

  

 

 



４．開催日後作業 

（１）業務報告（電子メール） 

・規定フォームによる、当会事務局への報告（原則、翌営業日） 

（２）アンケート集計（予定） 

・受講生にアンケートを実施した場合、アンケートの集計作業（１４講座で約１,０３０名分） 

 

５．運営スタッフ数、時間 

（１）希望人員：２人（現場責任者１名は正社員とする） 

※各講座担当者は、原則として全日程を同一の方が行ってください。 

（２）実働時間：講義時間＋準備１時間、片付け３０分間 

 

６．受講管理 

（１）出席表による出欠、遅刻（15 分以上は原則欠席扱いのため、入室時刻のチェックを行う。）、 

早退、中座のチェック 

（２）講座開始時刻・休憩時間・終了時刻のチェック 

 

７．研修当日の講師対応 

（１）控室、会場への案内 

（２）お茶だし（ペットボトル等。当会事務局で用意する。立替をお願いする場合あり） 

（３）配布資料・設備の確認 

 

８．その他 

①ゼミリーダー（受講生またはチューター）と当会事務局の連絡に関する対応 

②緊急時の対応（主に、当日の受講生、講師に関する対応、当会への連絡。） 

※緊急連絡用の携帯電話を用意してください。（東京・大阪・名古屋各 1 台） 

③各講座メーリングリストを使用した、受講生への連絡作業。 

（メーリングリストは、当会が用意したアドレスを使用する。） 

④講座の最終日に修了証書の授与を行う。（受講生の氏名記載有り、講師のサインをもらう） 

授与自体は講師等が行うが、修了証書の管理をお願いする。 

修了証書は当会が当日までに用意する。 

⑤セキュリティカードの貸し出し・管理・返却 

 

以上 

 



■見積書等の提出について 

 
１．提出期限：３月１１日（水）１５時 

２．提出方法 

  日本弁理士会（東京倶楽部ビル１４階）受付に設置の入札箱に投函すること 

３．提出資料 

 ①見積書 

 ・見積は依頼業務内容に沿って、詳細に記載してください。 

 ②担当、連絡体制表 

  ・全体の責任者（氏名）、各会場の責任者（氏名）及びスタッフ（氏名）を記載してください。 

 ③過去３年間の研修事業の運営実績（規模、期間を明記）を添付してください。 

 ④当会と取引実績がない業者様は事業規模のわかる会社概要などを添付してください。 

 

■選考方法 
 

入札価格、研修事業に関する実績等を考慮して選考いたします。 

 

■選考後のスケジュールについて 
 

・選考結果は、全員にご連絡いたします。 

・入札結果に関するお問い合わせには応じられませんので、ご了承ください。 

・依頼する業者様には、改めてお越しいただき、具体的な打合せをさせていただきます。 

・正式にご依頼する際には契約書を作成いたしますので、雛形等がございましたらご準備いただけ

ますようお願い申し上げます。 

 



一括再委託について 

  

一括再委託については、 以下の例のように契約の履行の全部又は主たる部分を一括して

委託することとします。  

 

 

 

■一括再委託に該当する例 

 

１.一括して全てを他の者へ委託するとき  

２.作業の一部は自ら実施するが、履行の大部分又は主要部分を再委託するとき 

３.作業を細分化して複数の者に再委託し、契約の相手方自らは契約の履行場所に常駐せず、 

実際には直接に指揮、監督又は検査等を実施していると認められないとき  
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